


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































forewordとして書かれたものであった。Robert Cover, “The Supreme Court,
1982Term-Foreword:Nomos and Narrative”,97Harv.L.Rev.4（1983).本稿
は、Martha Minow,Michael Ryan,Austin Sarat eds.,Narrative,Violence,and
 






















































































































































































































































































































































































あると考える。Philip Pettit,Republicanism (Oxford University Press,1997).ペ
ティットの自由論について、神原和宏「共和主義における自由の概念について」ホ
セ･ヨンパルト他編『自由と正義の法理念 三島淑臣教授古希祝賀』（成文堂、
2003)。
(83) 最高裁判所が違憲審査権の行使に消極的であり、市民の権利保障に冷淡であっ
たにも拘わらず、下級審での勝利や憲法訴訟の提起それ自体が、社会的関心を引
き、国家の政策を変えさせるという効果があった。奥平康弘はこのような社会的効
果を「憲法訴訟の訴訟外的な効果」と呼んでいる。奥平康弘『憲法裁判の可能性』
(岩波書店、1995）135-150頁。
憲法が「法」であること（成澤) 251
条は格別な意味を持っていることに注意するべきである。というのは、日
本国憲法の基本原理を旧憲法の価値へと戻そうという方針を支配層が掲げ
たとき、憲法９条を護ることを明確に要求した社会運動を背景に、?護憲」
を主張する政党が憲法改正の発議を阻止する数を国会において占めたこと
が、日本国憲法のテクストを現在まで維持することにつながったからで
(84)
ある。戦後一貫して、?護憲」とは、９条のことであった。
日本国民が、立憲政治体制を構築することに曲がりなりにも成功したの
は、?敗北を抱きしめて」憲法９条を支持してきた多くの市民のコミット
メントがあったからといっても
(85)
よい。戦争で人生を犠牲にした経験に由来
するさまざまな物語が憲法９条へのコミットメントを生み出した。広島･
長崎･沖繩･東京の悲惨な物語、教え子を戦場に送ったことの自責の念に
基づく教員の物語、核戦争による世界の終末の物語、総じて言えば、戦争
だけはもう二度としたくないという「非戦」の物語が、日米安全保障条約
への「国民的」な反対運動として盛り上がり、自衛隊を戦力として承認す
ることを押しとどめて
(86)
きた。また、人権保障を求める裁判闘争は、平和運
動と手を携えながら展開し、下級審での勝訴判決を梃子にして、この社会
を少しずつ変革して
(87)
きた。
平和を求める社会運動が法の場面であらわれたのが、９条裁判である。
ここで重要なのは、９条裁判において、裁判官が自衛隊の合憲判決を書か
なかったことで
(88)
ある。Coverの言葉を借りるならば、裁判官は、社会が生
(84) 渡辺･前掲（49）236-326頁。
(85) ジョン･ダワー著、三浦陽一、高杉忠明訳『敗北を抱きしめて 上･下』(岩
波書店、2001)。
(86) 奥平康弘は物語というコンセプトを使用して憲法９条を叙述し、それが日本に
独特の平和文化を育てたことを指摘する。そして、主権者国民が、憲法を良き物語
に育てていくことが国民主権の意味であると主張する。奥平康弘『生かそう日本国
憲法』(岩波書店、1994)。
(87) 戦後の主要な憲法裁判を、権利を求める市民の闘争の歴史として描いた、森正
『聞き書き憲法裁判』(東研出版、1989）が是非参照されるベきである。
(88) 深瀬忠一は、長沼事件最高裁判決について、?最高裁という『憲法の番人』の
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み出した自衛隊違憲論を殺さなかったのである。
そして、社会が生み出した憲法への国家権力による対応が、国会におけ
る憲法解釈論争であった。したがって自衛隊は戦力にあたらない「必要最
小限度の実力」であるので、集団的自衛権を行使することはできないとい
う政府の憲法解釈は、憲法９条のテクストを解釈することによって、その
価値にコミットしてきた社会運動が生み出したもので
(89)
ある。その結果、ベ
トナム戦争のような強国による無益な戦争に、わたしたちは、直接参加を
せずにすんだ。イラク戦争もまた然りである。その結果、日本は戦後、軍
隊を使用して他国の人々を殺した経験をもたない、という名誉ある物語が
形成された。
以上の検討からわかるように、憲法が権利を求めて権力に抵抗していく
諸集団によって生み出されていくものであるとすれば、日本国憲法にもそ
の物語は存在したといわなければならない。しかしながら、このような憲
法の創造にもかかわらず、日本の通常政治は、自由と平等を基本価値とす
る「近代的意味の憲法」を否定しようとする勢力によって担われてきたの
である。日本国憲法の法創造は、?護憲勢力」が、憲法96条の改正手続と
相まって、?３分の１の壁」を作って、改憲の主張を押しとどめることに
最終審裁判所の眼の前に、自衛隊の司法的合憲性が未決着に留まることを明らかに
したところに、第一の憲法的意義」があったと評価する。深瀬忠一『戦争放棄と平
和的生存権』(岩波書店、1987）414頁。この点に関して、宮沢俊義が恵庭事件の判
決を評価したことも想起されるべきである。宮沢俊義「恵庭判決について」ジュリ
スト370号（1967)。樋口陽一も、?司法権が最終的な有権解釈として自衛隊法や日
米安保条約の合憲判断をしないということ自体に、その限りでの第九条の規範的意
義が反映している」と述べる。樋口陽一「戦争放棄」樋口陽一編『講座･憲法学
第２巻 主権と国際社会』(日本評論社、1994）119頁。
(89) 国会における９条解釈について、前田哲男、飯島滋明編『国会審議から防衛論
を読み解く』(三省堂、2003)。政府解釈について、内野正幸「政府の憲法解釈と個
別的自衛権」樋口陽一･森英樹･高見勝利･辻村みよ子編著『国家と自由』(日本
評論社、2004)。憲法学者が自衛隊違憲論を唱えてきたことも、このような社会運
動に対して、大きな力を与えている。奥平康弘「第九条における憲法学説の位置」
法律時報945号（2004)。
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よってはじめて可能であったのである。しかし、94年政治改革によって、
日本の立憲主義を支えてきたこの構造が崩壊した結果、国会を舞台に、突
如として改憲論が台頭することになった。つまり、現在の改憲への動き
は、戦後一貫して憲法を創造してきた社会的力が国会に反映されなくなっ
たことの帰結であったのである。
このような経緯でもたらされた現在の改憲論は、憲法９条に対する市民
のコミットメントにより創造されてきた法に対して、不誠実なやり方で対
応している。憲法９条の明文改正は、同条によって禁止されている集団的
自衛権を承認し、アメリカとともに、世界の武力紛争に参加することを可
能にするという法的帰結を導くはずである。しかしながら政府は、国民に
対して、その真の意図を明らかにせず、?自衛隊を憲法で承認しなければ
ならない」という自衛隊違憲論を横取りした議論によって改憲を進めよう
としている。社会によって生み出された法と政治権力の対抗の中で歴史的
に形成されてきた法の規範が、この議論において、完全に無視されている
ことに注意しなければならない。
しかし、社会の中で歴史的に生成してきた憲法文化を無視することで成
し遂げられる憲法改正は、立憲主義そのものを破壊する危険性がないの
か、疑問なしとしない。憲法改正の動きと同時に進行している「法の支
配」からの離脱の事例において、日本国憲法を支持し、憲法に反する政府
の行動を批判する社会運動が抑圧の対象になっているのは決して偶然では
ない。通常政治が憲法規範をのり越えようとする現在の「憲法改正」は、
市民の自由な意見の表明と相互のコミュニケーションを抑圧しながら進め
られようとしているのである。そのような「憲法改正」がわたしたちにも
たらす社会は、必然的に、専制的な性格をもたざるをえないであろう。
以上のように、日本国憲法をめぐる最大の争点であり、この国の社会運
動と対峙することによって政府自身が生み出した憲法原則を踏まえること
をせず、選挙制度の変更によって得た「多数」の力を背景に、しかも、護
憲派の政治活動を抑圧しながら制定される「新しい憲法」に、国家権力を
早法80巻３号（2005）254
制限し、国民の権利を保障するための規範としての機能を期待することは
難しいであろう。歴史の中で社会が生み出した憲法の拘束に対して不誠実
な態度を取る権力が、?新しい憲法」によって拘束されるとは考えにくい
からである。
おわりに
憲法とは、紙の上の単なる文字ではなく、社会における活発な解釈行為
を通じて歴史的に形成される法規範による権力の拘束である。確かに、歴
史的に形成されてきた法の拘束を踏まえることなく、巧みに誘導され、形
成された「多数」の「力」で、法をねじ伏せることはできる。しかしなが
ら、そのようなやり方で行われる「憲法改正」は、裸の暴力でしかありえ
ないだろう。そのような選択が、将来のこの社会にとって望ましい結果を
もたらすはずがない。
?改憲論」と「法の支配」からの逸脱という現在生じている二つの事柄
は、こうして、?法」の対極にある「裸の暴力」という特徴で一致する。
本稿で検討してきたように、この危機的状況は、選挙制度の「改革」が、
この国の憲法文化を支える政治構造を破壊した結果、日本国憲法の規範的
力が減少したことに起因すると考えられる。
最後に、この結論を踏まえて、今、わたしたちに何が求められているか
考えてみたい。
現在流布している改憲論には、?未来」や「幸福」といった美しい言葉
がちりばめられている。しかし、本稿で検討してきたように、わたしたち
に現実的な未来を保障するのは、裸の暴力ではなく「法」に規制された国
家権力であろう。したがって、国会を中心とした憲法構造が崩壊した今、
日本国憲法の規範に対するコミットメントを通じて憲法文化を創造してい
く役割は、個々の市民が直接担わなければならない。状況は非常に厳しい
けれども、この社会の未来を展望するには、そのような地道な努力しかあ
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りえないと思われる。
立川反戦ビラ事件の第一審判決は、?法の支配」からの離脱を示した行
政権に対して、とりあえず司法が歯止めをかけた。このことは、私たちに
未来への一筋の望みを与えてくれる。
2004年12月16日に東京地裁八王子支部で言い渡された同判決（長谷川憲
一裁判長）を引用して本稿を閉じることにしよう。
?被告人らによるビラの投函自体に、憲法21条１項の保障する政治的表現
活動の一態様であり、民主主義社会の根幹を成すものとして、同法22条１項
により保障されると解される営業活動の一類型である商業的宣伝ビラの投函
に比して、いわゆる優越的価値が認められている」。
ここに、憲法21条１項は、穏健な手段による政治的ビラの各戸配布の自
由としての意味をはじめて与えられた。他者との自由なコミュニケーショ
ンが許されない社会は、自由な民主主義社会とはいえない。この権利を生
み出したのは、憲法９条へのコミットメントを自衛隊員とその家族に直接
伝え、連帯を呼びかけた「被告人」らの行動だった。彼らの行動が、憲法
21条の表現の自由の内実として、他者と紙媒体によってつながる権利を創
造し、その権利を未来に保障したので
(90)
ある。
(90) ただし本判決が、被告人の行為が構成要件に該当すると認定したことについて
は疑問がある。この論点について、安達光治「三人のビラ入れは『住居侵入罪』に
あたるのか」立川･反戦ビラ弾圧救援会編『立川反戦ビラ入れ事件』(明石書店、
2005）176頁。
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